
徳島中央広域連合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

令和３年４月１日

徳島中央広域連合長

徳島中央広域連合消防本部消防長

徳島中央広域連合事務局長

徳島中央広域連合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本

計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律

第６４号。以下「法」という。）第７条に基づき、徳島中央広域連合長、徳島中央広域連

合消防本部消防長、徳島中央広域連合事務局長が策定する特定事業主行動計画です。

１ 計画期間

本計画の期間は、令和３年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間とします。

２ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等

徳島中央広域連合では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、委員会

を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況

の点検・評価等について協議を行うこととしています。

３ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標

法第７条及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行

動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」とい

う。）第２条に基づき、消防本部、事務局において、それぞれの女性職員の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行いました。当該課

題の分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定します。

４ 現状の分析と目標の設定

法第７条及び内閣府令第２条に基づき、女性職員の職業生活における活躍に関する状

況を把握し、改善すべき事情について分析を行い、女性職員の活躍を推進するため数値

目標を設定します。



令和２年度職種別男女職員数 単位：人、（％）

職種
一般職員 消防吏員 計

区分

女性
２ １ ３

（４０．０） （０．９） （２．５）

男性
３ １１５ １１８

（６０．０） （９９．９） （９７．５）

計
５ １１６ １２１

（１００．０） （１００．０） （１００．０）

①採用した職員に占める女性職員の割合 単位：人、（％）

年度 採用職員数 うち女性職員 女性職員採用率

令和元年度 ２ ０ ０％

令和２年度 ５ １ ２０％

②平均した継続勤務年数の男女の差異（離職率の男女の差異）

令和元年度 退職者の平均勤続年数・退職時平均年齢

退職者数 平 均 退職時

（早期退職） 勤続年数 平均年齢

女性
０ ０

（０） （０）

男性
０ ０

（０） （０）

③管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

令和２年度 各役職段階の職員の女性割合

女性職員 男性職員

管理者数

管理者数 登用率 管理者数 登用率

１２ ０ ０％ １２ １００％



④各役職段階にある職員に占める女性職員の割合

令和２年度 各役職段階の職員の女性割合

役職区分 総 数 うち女性職員 割 合

消防長 １ ０ ０．０％

次 長 ２ ０ ０．０％

課長・室長・署長
５ ０ ０．０％

（兼任２）

主幹・副室長・
６ ０ ０．０％

副署長

課長補佐・署長補
１７ ０ ０．０％

佐･室長補佐

係 長 ３４ ２ ５．９％

⑤男女別育児休業所得率及び平均取得期間

令和元年度 職員育児休業の取得状況

対象者数 取得者数 取得率 平均取得日数

女性 ０ ０ ０．０％ ０

男性 ０ ０ ０．０％ ０

⑥男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数

令和元年度 男性職員の配偶者出産休暇等の取得状況

配偶者出産休暇 育児参加のための休暇

対象者数

取得者数 取得率 平均取得日数 取得者数 取得率 平均取得日数

１０ １０ １００％ ２．４ ０ ０％ ０



⑦男女別年次休暇の取得状況

令和２年 年次休暇の取得状況

平均取得日数 消化率

女性 １６．０ ８０．０％

男性 １６．９ ８４．６％

《目標》

・令和７年度までに、職員総数に占める女性の割合を５％以上にします。

・令和７年度までに、制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇又は、育児参加の

ための休暇の取得割合を３０％以上にします。

・令和７年度までに、年次休暇を８０％以上取得する職員の割合を５割以上にします。

５ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期

４で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。

なお、この取組は消防本部、事務局において、それぞれの女性職員の職業生活におけ

る活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も大きな

課題に対応するものから順に掲げています。

取組内容：令和２年４月～

・女性向け企業説明会に参画します。

・女性職員のみを対象とする研修や外部研修へ派遣します。

・育児休業等の取得前後において、育児休業等から円滑な復帰に資する研修や所属

職場との連絡体制の確保等、必要な支援を行います。


